
 

 

個人情報保護審議会答申第 141号の概要 

 

答申第 141号（諮問第 167号） 

件 名 
警察署が作成若しくは保管する報告書、上申書、調査書等の全ての

行政文書の不開示決定に関する件 

原処分の内容 

不開示決定（令和元年 6月 4日） 

愛知県警察本部長が、「警察署が作成若しくは保管する報告書、

上申書、調査書等の全ての行政文書」の自己情報開示請求について、

条例第 17 条第 8 号（行政運営情報）に該当するとして不開示決定

をした。 

審 査 請 求 の 

内 容 

開示を求める審査請求（令和元年 7月 8日） 

請求者に不利な虚偽、誇張等の事実を一方的に認定し、違法な処

分を科すおそれが極めて高いため、真実を開示するよう請求する。 

答 申 年 月 日 令和 2年 7月 17日 諮 問 年 月 日 令和元年 9月 25日 

答 申 内 容 

原処分妥当 

１ 監察官室が規律違反の疑いがある事案に関する処分の要否、種

別、程度等を決定する上で、正確な事実関係を把握する必要がある

ことを踏まえると、調査中の段階で報告の内容を開示することによ

り、調査対象者がその内容を踏まえた上での対抗策を講じることが

可能となり、監察官室の調査の適正な遂行に支障を及ぼすおそれが

あると認められる。 

また、調査対象者が自己に対する報告の内容を率直に受け止める

ことは困難であり、これが開示されると、感情的な反発や誤解を招

く可能性があることから、報告をする者は、開示されることを意識

して適正な記載をすることができなくなるおそれがある。こうした

事態になれば、監察官室は処分の要否、種別、程度等を決定するた

めの正確な情報が得られなくなり、ひいては、今後の懲戒処分等の

人事管理上の事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあると認

められる。 

 

２ したがって、本件開示請求に係る保有個人情報について、不開示

としたことは妥当である。 

 

（注）警察署は上申書を保有していない。 

 


